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四天王寺大学紀要　第 68 号（2019 年 9 月）
最高裁の憲法判例に現れる家族制度
―憲法的視点と欧州との比較―
Familiensystem im Spiegel der Entscheidungen vom Japanischen Obersten Gerichtshof: 






































































2 　最高裁判例と 3 つのカテゴリー
　ここ数年の間、最高裁が下した家族・親子関係に関する判例として重要な問題を含む代表的
なものだけでも、次の 7 つの事案が挙げられる。すなわち、2006（平成 18）年 9 月 4 日の死後生
殖をめぐる事件4）、2007（平成19）年 3月 23日の代理懐胎に関する事件5）、2008（平成20）年 6月
4日の国籍法をめぐる事件6）、2013（平成25）年9月4日の非嫡出子相続分が争われた事件7）、2013
（平成 25）年 12 月 10 日の同性愛者とそのパートナーとの間に生まれた子の法的地位をめぐる事
件8）、そして一番最近の 2015（平成 27）年 12 月 16 日に下された 2 つの事件、すなわち夫婦同氏
に関する事件9）と女性に対する再婚禁止期間をめぐる事件10）である。



















天王寺大学紀要第 56 号（2013 年）53 頁以下、同紀要第 57 号（2014 年）99 頁以下、同紀要第 58 号
（2015 年）59 以下参照。
 4）	最判 2006（平成 18）年 9 月 4 日民集 60 巻 7 号 2563 頁。
 5）	最決 2007（平成 19）年 3 月 23 日民集 61 巻 2 号 619 頁。
 6）	最大判 2008（平成 20）年 6 月 4 日民集 62 巻 6 号 1367 頁。
 7）	最大決 2013 年（平成 25）年 12 月 8 日民集 65 巻 7 号 1320 頁。
 8）	最決 2013（平成 25）年 12 月 10 日民集 67 巻 9 号 1847 頁。
 9）	最大判 2015（平成 27）年 12 月 16 日民集 69 巻 8 号 2586 頁。
10）	最大判 2015（平成 27）年 12 月 16 日民集 69 巻 8 号 2427 頁。
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初の事案は、2006（平成 18）年 9 月 4 日の最高裁判決である。それは、夫から生前に採取・冷凍
保存していた精子を使って妻が夫の死後に体外受精し、子（死後懐胎子）を出産した事案であ
































































































































して、国籍法 3 条 1 項の準正要件を「立法目的との間に合理的関連性を見いだすことがもはや
難しくなっている」との判断を下すのであった。そのうえで、最高裁は、国籍法 2 条 1 号の父
母両系血統主義との比較において、日本国籍の取得が、日本での「基本的人権の保障等を受け
る上で重大な意味を持つものである」点に鑑みれば、「差別的取扱いによって子の被る不利益は
看過し難いもの」であるとの判断を付け加えることにより、国籍法 3 条 1 項により生ずる差別
的取扱いは不合理なものになるとの結論へと至るのであった。
　この第二カテゴリーに属する 2 つ目の事件は、非嫡出子の相続分差別の問題になる。そこで
は、非嫡出子（婚外子）の相続分を嫡出子（婚内子）の 2 分の 1 とする民法 900 条 4 号ただし





ないし、民法 900 条 4 号ただし書による非嫡出子の相続分を嫡出子の 2 分の 1 とするのは、一
方では、法律婚を尊重すると同時に、他方、非嫡出子にも相続分を（2 分の 1 だけでも）認め
るということによって保護するという趣旨であるとの理由で憲法違反ではないと判断された。
しかし、この事件以後、最高裁の判断に対する疑問が呈され、社会では親子関係法の改正を求
める声が高まっていくことになる。そして、ついに、2015（平成 27）年 9 月 4 日の最高裁大法廷
決定は、1995（平成 7）年大法廷決定を覆し、全員一致で民法 900 条 4 号ただし書を憲法 14 条 1
項違反であるとの判断を下したのであった。
　この事件でも、最高裁は、「相続制度をどのように定めるかは，立法府の合理的な裁量判断に



















年（平成 13）年 7 月当時において、憲法 14 条 1 項に違反していたものというべきである」との
結論が示されたのであった。
　以上のように、国籍法の非準正子に対する国籍取得の否定と民法による非嫡出子の相続分差



























その 1 つが、民法 733 条の定める女性の再婚禁止期間についての判決であり、もう 1 つが、夫
婦同氏を定める民法 750 条についての判決になる。
　女性に対する再婚禁止期間は、日本の伝統的家族像の下に民法733条 1項（2016（平成28年）




的な根拠に基づいて各人の法的取扱いに区別を設けることも憲法 14 条 1 項に違反しないとし
て、合憲の判断を下していた。ところが、これに対して、2015（平成 27）年大法廷判決は、一定












の判断が下される。そこで、最高裁は、民法 733 条 1 項の立法目的を「女性の再婚後に生まれ
15）	この点に関連して、棟居快行「選挙無効訴訟と国会の裁量」レファレンス 66 号 5 頁（2014 年）20 ～
22頁では、この国籍法違憲判決と非嫡出子相続分違憲決定が郵便法違憲判決（最大判2002（平成14）年
9 月 11 日民集 56 巻 7 号 1439 頁）とともに「制度構築的な法律」で「立法裁量が広く認められやすい
タイプのもの」であっても違憲判決が下されている例として取り上げられている。
16）	最判 1995（平成 7）年 12 月 5 日判例時報 1563 号 81 頁。この判決に対しては、民法 733 条 1 項が「過度
に広範な婚姻の自由を制約する」規定になっていることの言及すらない点を大いに問題視する見解も
ある。それについては、糠塚康江「女性の再婚禁止期間の合理性」長谷部・石川・宍戸（編）『憲法判














憲法 14 条 1 項、24 条 2 項にも違反しないとされる。







「他にこれを正当化し得る根拠を見いだすこともできない」ことから、民法 733 条 1 項の「100
日超過部分は合理性を欠いた過剰な制約を課すものとなっている」との結論を提示した。この
最高裁の判断を受けて、国会は、2016（平成 28）年改正により再婚禁止期間を 6 か月（すなわち




















の判断から出発する。そのうえで、最高裁は、氏に関する民法の諸規定（767 条 1 項、771 条、











































　それが、2013（平成 25）年 12 月 10 日の最高裁決定である。その事例では、特例法の下で、女


































































































スト 1479 号 83 頁（2015 年）84 頁参照。
21）	この点に関して、筆者は既に「制度としての『婚姻』・『家族』」という考え方を紹介し、まさに憲法 24
条がそこでの中心的役割を果たす規定になることを示したことがある。それについては、春名・前掲
注 3）に挙げた四天王寺大学紀要第 56 号 62 頁以下参照。
22）	この点の指摘について、辻村みよ子「『個人の尊重』と家族―憲法 13 条論と 24 条論の交錯」法律時





















1998 年（平成 10 年）施行の『親子法改革法』により，フランスにおいては 2005 年（平成 17 年）














































































として、徐々にその動きは広まりを見せており、2019（平成 31）年 3 月時点でパートナーシップ
































































金ブダペスト日本文化センターにて 2018 年 11 月 28 日に「日本の変遷：法的視点からの社会と文化」とす
る全体テーマの下で「法的視点からの日本の家族制度：最高裁判例と欧州との比較」と題する筆者が行っ
た講演原稿を基に加筆・修正したものであることをここに追記しておく。
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